「グループホーム　ゆとり」重要事項説明書
当事業所は介護保険の指定を受けています。　　　　　　　　　　　　　　　　
(指定認知症対応型共同生活介護事業所・指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所)　
指定番号　第　　　
当事業所は、ご契約者に対して認知症対応型共同生活介護サービスを提供いたします。事業所の概要や提供されるサービスの内容、契約上ご注意いただきたいことを次の通り説明いたします。
1. 事業者
（1）法人名　　　　　　：株式会社　ゆとり
（2）法人所在地　　　　：兵庫県丹波篠山市住吉台56番地3

（3）電話番号　　　　　：079-594-4341
（4）代表者氏名　　　　：吉田博悦
（5）設立年月日　　　　：平成14年11月11日
2. 事業所の概要
（1）建物の構造　　　　：平屋建て
（2）建物床面積　　　　：専用部分　179.49㎡　　共用部分　83.93㎡
（3）施設の周辺環境　　：住宅地の中に位置し地域行事に参加・500坪程度の公園や散歩道があります。

（4）施設の種類：指定認知症対応型共同生活介護事業所
　　　　　　　　　　　　　指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所
　　　　　　　　　　　　　　平成29年6月1日指定更新　　2871400442号
(5）施設の目的　　　　：介護保険法に従い、ご契約者（利用者）が、共同生活住居において、家庭的な環境の下でその有する能力に応じた自立した日常生活を営むことができるように支援することを目的として、ご契約者に、日常生活を営むために必要な居室および共同施設等をご利用いただき、食事、入浴、排泄等の介護サービスを提供いたします。
（6）施設の名称　　　　：グループホーム　ゆとり
（7）施設の所在地　　　：兵庫県丹波篠山市住吉台105
交通機関JR福地山線篠山口駅下車、バス4分（徒歩15分）
（8）TEL　　　　　　　：079-594-5001　　　　　
（9）管理者　　　　　　：浜田　浩史
（10）利用定員　　　　　：9人
（11）居室等の概要
	居室・設備の種類
	備考

	居室（全室個室）
	各9.01㎡　　　

	キッチン・リビング・和室・廊下


＊全個室冷暖房・スプリンクラー　＊誘導灯・非常灯設置・自動火災通報設備
3. 職員配置状況
（1）管理者　　　　　
１名（常勤兼務）
（2）計画作成担当者　
１名（常勤兼務）
（3）介護職員　　３名以上
4. サービスの内容
（1） 介護計画の作成
（2） 食事、入浴、排泄などの生活介護
（3） 生活機能訓練、レクリエーション
（4） 健康管理、健康診断、医療機関等などとの連絡調整
（5） 所持品の菅理
（6） 生活相談、手続きの代行、家族や医療機関などとの連絡調整
（1） 利用代金　基本料金
1 介護保険施設サービス費負担額（介護負担割合証に定める1割〜3割）
（要介護度により負担額が異なります。）基準に沿って入院時も月６日迄算定可能
2 食材料費一日950円
3 住居費一日1300円
（2） その他料金
1 日用品費一日630円
2 水道光熱費一日770円
3 金銭管理費一日100円
4 その他、おむつ代、理美容費実費
（3） 支払い方法
毎月15日ごろに、前月分請求書を送付いたします。お支払い方法は、毎月指定日に口座振替にて、お支払いいただきます。
月の途中における入居または退去については、日割り計算とします。
6.協力医療機関等
協力病医院
	名称
	医療法人社団みどり会　にしき記念病院

	所在地
	兵庫県丹波篠山市西谷575-1

	診療科
	内科・神経内科・整形外科・リハビリテーション科・皮膚科・心療内科・耳鼻咽喉科・眼科


	名称
	医療法人敬愛会　大塚病院　丹波認知症疾患センター

	所在地
	兵庫県丹波市氷上町絹山513

	診療科
	専門医療・鑑別診断・検査


協力歯科医院
	名称
	小嶋歯科

	所在地
	兵庫県丹波篠山市立町139−1


協力介護老人福祉施設
	名称
	社会福祉法人　特別養護老人ホーム　和寿園

	所在地
	兵庫県丹波篠山市高屋19番地の2


7.入居の条件
入居が可能であるのは、要介護認定の要支援2以上で、認知症の人です。
8.施設を退去していただく場合（契約の終了について）
当施設との契約はでは契約が終了する日は特に定めておりません。以下のような事由がない限り、継続してサービスを利用することができます。仮にこのような事項に該当するに至った場合には、当施設との契約は終了し、ご契約者に退去していただくことになります。利用者の私物が残る場合は室代が必要となります。
	①　要介護認定によりご契約者の心身の状況が自立又は要支援1と判定された場合
2 認知症状態でなくなったと判定された場合
3 事業者が解散した場合、破産した場合又はやむ得ない理由により当施設を閉鎖した場合
4 施設の滅失や重大なEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps11 \o\ad(\s\up 10(きそん),毀損)によりご契約者に対するサービスの提供が不可能になった場合
⑤　当施設が介護保険の指定を取り消された場合又は指定を辞退した場合
⑥　ご契約者から退去の申し出があった場合（詳細は以下をご参照ください。）
⑦　事業者から退去の申し出を行なった場合（詳細は以下をご参照ください。）


（1）ご契約者からの退去の申し出（中途解約・契約解除）
　　契約の有効期間内であっても、ご契約者から当施設に退去を申し出ることができます。その場合には、退去を希望する日の14日前までに解約・解除届書をご提示ください。
ただし、以下の場合には、即時に契約を解約・解除し施設を退去することができます。

	①　介護保険給付対象外サービスの利用料金の変更に同意できない場合　　　　　　　　　　　
②　ご契約者が入院された場合　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	③　事業者もしくはサービス従業者が正当な理由無く本契約に定める認知症対応型共同生活介護サービスを実施しない場合
④　事業者もしくはサービス従業者が守秘義務に違反した場合
⑤　事業者もしくはサービス従業者が故意又は過失によりご契約者の身体・財物・信用等を傷つけ、又は著しい不信行為、その他本契約を継続しがたい重大な事情が認められる場合
⑥　他の利用者ご契約者の身体・財物・信用等を傷つけた場合もしくは傷つける具体的な恐れがある場合において、事業者が適切な対応を取らない場合


（2）事業者からの申し出により退去していただく場合（契約解除）
　以下の事項に該当する場合には、当施設からの退去していただくことがあります。
	①　ご契約者が、契約締結に際して、その心身の状況及び病歴等の重要な事項について、故意にこれを告げず、又は不実の告知を行い、その結果本契約を継続しがたい重大な事情を生じさせた場合
②　ご契約者にサービス利用料金の支払いが2ヶ月以上遅滞し、相当期間を定めた勧告にもかかわらずこれが支払われない場合
③　ご契約者が、故意又は重大な過失により事業者又はサービス従事者もしくは他の利用者等の財物・信用等を傷つけ、又は著しい不信行為を行うこと等によって、本契約を継続しがたい重大な事情を生じさせた場合
5 ご契約者又はそのご家族が事業者や職員に対して身体的暴力・精神的暴力・セクシュアルハラスメント等の言動を行った時。あるいは、契約者が重大な自傷行為を繰り返すなど、本契約を継続しがたい重大な事情が生じた場合


（3）円滑な退去のための援助　
　ご契約者が当施設を退去するに場合には、ご契約者の希望により、事業者はご契約者の心身の状況、おかれている環境等を勘案し、円滑な退去のために必要な以下の援助をご契約者に対して速やかに行います。
	· 病院もしくは診療所又は介護老人保健施設等の紹介　　　　　　
· 居宅介護支援事業者の紹介
· その他保険医療サービス又は福祉サービスの提供者の紹介


9.身元引き受け人　
（1） 契約締結にあたり、身元引受人をお願いすることになります。しかしながら、入所者において、社会通念上、身元引受人を立てることが出来ないと考えられる事情がある場合には、入所契約にあたって、身元引受人の必要はありません。
（2） 身元引受人は、これまで最も身近にいて、ご契約者のお世話をされてきた家族や親族に就任していただくのが望ましいと考えておりますが、必ずしもこれらの方に限る趣旨ではありません。
（3） 身元引受人には、ご契約者の利用料の経済的な債務については、契約者と連帯して、その債務の履行義務を負うことになります。また、こればかりではなく、ご契約者が医療機関に入院する場合や当施設から退去する場合においては、その手続きを円滑に遂行するために必要な事務処理や費用負担などを行うなど、更には当施設と協力、連帯し退居後のご契約者の受け入れ先を確保するなどの責任を負うことになります。
（4） ご契約者が入居中に死亡した場合においては、そのご遺体や残置品（居室内に残置する日常生活の身の回り品等であり、又高価品は除外いたします）の引き取り等の処理についても、身元引受人がその責務で行う必要があります。貴重品として、施設が預かっている物、並びに、金銭や預金通帳や有価証券その他高価品などは残留品に含まれず、相続手続きに従って、その処理を行うことになります。また、ご契約者が死亡されていない場合でも、入所契約が終了した後、当施設に残されたご契約者の残置品をご契約者自身が引き取れない場合には、身元引受人にこれを引き取っていただく場合があります。これらの引き取り等の処理にかかる費用については、ご契約者または身元引き受人にご負担いただくことになります。
（5） 身元引き受人が死亡されたり、破産宣告を受けた場合には、事業者は、新たな身元引き受人を立てていただくために、ご契約者にご協力をお願いする場合があります。
（6） 身元引受人がご希望された場合には、利用料金の変更、施設サービス計画の変更等についてご通知させていただきます。
10．苦情の受付について
当施設における苦情の受付
当施設における苦情やご相談は以下の専用窓口でお受けいたします。

○苦情担当受付者


［氏名］浜田　浩史　TEL　079-594-5001


［職名］管理者
　


受付時間　毎週月曜日～金曜日
　　　　　　


9：00　～　17：00
　　
○苦情解決責任者


［氏名］吉田博悦


［職名］法人代表　　　TEL　079-594-4341

　なお、苦情の受付窓口は、受付担当者となります。また、第三者委員も直接苦情を受け付ける事が出来ます。さらに第三者委員は、苦情解決を円滑に図るため双方への助言や話合いの立会いなどもいたします。
　苦情解決責任者は、苦情の申し出をされた方と話し合いによって円満な解決に努めます。
（2）行政機関その他苦情受付機関
	○篠山市役所　保健福祉部
医療保険課　介護保険係
	所在地　兵庫県丹波篠山市北新町41番地
TEL　079-552-6928

FAX　079-552-1855

	○兵庫県丹波県民局　
柏原健康福祉事務所　監査指導課
	所在地　兵庫県丹波市柏原688
TEL　0795-73-3758

FAX　0795-72-3013

	○兵庫県国民健康保険団体連合会
	所在地　神戸市中央区三宮1－9－1－1801

TEL　078-332-5617

FAX　078-332-5650

受付時間　9：00～17：00　月～金


11．サービス提供における事業者の義務
　　当施設は、ご契約者に対してサービスを提供するにあたって、次のことを守ります。
	(1) ご契約者の命、身体、財産の安全に配慮致します。
(2) ご契約者の体調、健康状態からみて必要な場合には、医師又は、看護職員と連携の上、ご契約者から聴取、確認します。
(3) 「非常災害対策」非常災害に関する具体的計画を策定するとともに、ご契約者に対して、運営規程に基づいて定期的に避難、救出、その他必要な訓練を行います。
(4) ご契約者が受けている要介護認定の有効期間の満了日の30日前までに、要介護認定の更新の申請のために必要な援助を行います。
(5) ご契約者に提供したサービスについて記録を作成し、その完結の日から５年間保存します。
(6) 「虐待防止及び身体的拘束等の適正化の推進」
３月に１回、法人で高齢者虐待防止・身体的拘束適正化委員会を開催しその結果を推進委員会で報告。事業者に周知徹底を図る。
事業者はサービスの提供に当たっては、ご契約者又は他の利用者の生命又は身体を保護する為緊急やむを得ない場合を除き、身体拘束・虐待行為・その他ご契約者の行動を制限する行為を行いません。
契約者又は他の契約者等の生命又は身体を保護するため緊急やむ得ない場合に身体的拘束を行う場合は、その態様及び時間、その際の心身の状況並びに緊急やむ得ない理由を記録し、ご契約者・ご家族に説明し同意を得ます。定期的にモニタリングを実施し、身体的拘束等の必要性について検討を行い、適正な運営を図ります。
(7) 事業者及びサービス従業者または従業員は、サービスを提供するにあったて知り得たご契約者又はその家族に関する事項を正当な理由無く、第三者に漏洩しません（守秘義務）。
ただし、ご契約者に医療上の必要がある場合には、医療機関等にご契約者の心身等の情報を提供いたします。
また、ご契約者の円満な退居のために援助を行う際に情報提供を必要とする場合には、ご契約者の同意を得て行います。
　（ケ）「緊急時における対応方法」サービス提供中に、ご契約者の病状に急変及び事故等、
　　　　その他緊急事態が生じた時は、速やかに家族・主治医及びキーパソン・後継人等へ連絡を行う等の必要な措置を講じます。
　　　　ご契約者の病状に急変及び事故等の時、主治医との連絡および指示が得られなかった場合には、協力医療機関への連絡を行う等、あらかじめか確認させていただいている緊急時の対応方法に沿い適切な処置を講じるものといします。




12．施設利用の留意事項
当施設のご利用にあたって、施設に入居されている利用者の共同生活の場としての快適性、安全性を確保するため、下記の事項をお守りください。
（1） 持込の制限
居室の広さの関係で多量の所持品の持込みは控えて下さい。
（2） 面会
面会時間　毎日　10：00～16：30
来訪者は、必ずその都度職員に届け出てください。尚、来訪される場合、酒類、たばこ、飴玉・果物ナイフ等の持ち込みはできません。
（3） 外出・外泊
外出、外泊される場合は、2日前迄に所定の届出用紙で届け出て下さい。
（4） 食事
食事が不要な場合は、前日までに申し出てください。

（5） 施設・設備の使用上の注意
居室及び共用施設、敷地をその本来の用途に従って利用して下さい。
故意に、またはわずかな注意を払えば避けられたにもかかわらず、施設、設備を壊したしり、汚したりした場合には、ご契約者に事故負担により現状に復していただくか、又は、相当な代価をお支払いいただく場合があります。
当施設の職員や他の入居者に対し、迷惑を及ぼすような宗教活動、政治活動、営利活動などを行うことはできません。

（6） 喫煙
施設内では喫煙はできません。また、職員がタバコやライターをお預かりすることになります。
13．事故発生時の対応について
事故が発生した場合には契約者やその家族に対し速やかに状況を報告、説明し、その被害の拡大防止を図るなど必要な措置を講じます。
14．非常災害対策
（1）　非常災害に関する具体的計画を立て、非常災害時の関係期間への通報及び連携体　制を整備し、それらを定期的に従業者に周知するとともに、定期的に必要な訓練を行う。
（2）訓練の実施に当たって、地域住民の参加がえられるよう連携に努めます。

　　　　「非常災害業務継続計画」の策定を行い発生時において事業の提供を継続的に実施する為の、及び非常時の体制で早期の再開を図れるために、従業者に当該計画を周知し必要な研修及び訓練を定期的に実施し、いざ災害発生時に行動できる運営を行います。
15．損害賠償について

（1） 当施設において、事業者の責任によりご契約者に生じた損害については、事業者は、速やかにその損害をひょうご福祉サービス総合保障制度にて賠償いたします。但し、その損害の発生について、契約者側に故意又は過失が認められる場合において契約者のおかれた心身の状況を斟酌して相当と認められる時には、事業者の損害賠償責任を減じる場合があります。

（2） 事業者は、自己の責に帰すべき事由がない限り、損害賠償責任を問いません。とりわけ以下の各号に該当する場合には、事業者は損害賠償責任を免れます。

1 契約者（その家族、身元引受人等も含む）が、契約締結に際し、契約者の心身の状況及び病歴等の重要事項について、故意にこれを告げず、又は不実の告知を行ったことに専ら起因して損害  が発生した場合
2 契約者（その家族、身元引受人等も含む）が、サービスの実施にあたって必要な事項に関する聴取・確認に対して故意にこれを告げず、又は不実の告知を行ったことに専ら起因して損害が発生した場合
3 契約者の急激な体調の変化等、事業者の実施したサービスを原因としない理由に専ら起因して損害が発生した場合
16. 感染症の予防及びまん延予防の為の対策（衛星管理等も含む）及び感染症業務計画計画の策定と推進

　　感染症の予防及びまん延防止の為の対策（衛星管理等も含む）及び感染症業務継続計画を策定し、委員会にて感染症を未然に防止する事や、感染症が発生した場合拡大しないように可及的速やかに対応する体制を構築し、従業者に当該計画を周知し必要な研修及び訓練を実地します。

17．運営推進会議の設置
　　当事業所では、指定（介護予防）認知症共同生活介護の提供にあたり、サービスの提供状況について定期的に報告すると共に、その内容等についても評価、要望、助言を受ける為運営推進会議を設置しています。
18．従業者の研修について
　　（１）管理者は、業務を実施するにあたり、従業者の資質向上の為に研修の機会を設けます。
　　（２）従業者の対する技術の確認・向上を図る。
　　（３）研修の実施については入職時研修及び、年１回以上は実施し諸記録を整備します
19．留意事項
　　（１）従業者はご契約者又はご家族に対して宗教活動、政治活動、営利活動等は行いません。ご利用者の「営利行為、宗教の勧誘、特定の政治活動、他利用者への迷惑行為」は、ご遠慮下さい。
説明日：令和　　年　　月　　日　　　
　以上、指定認症対応型共同生活介護サービスの提供に際し、本書面に基づき重要事項の説明を行いました。
説明者
　指定認症対応型共同生活介護事業者
　　　グループホームゆとり
氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
私達は、本書面に基づいて事業者から重要事項の説明を受けました。

利用者

　　　住　所
　　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
身元引受人

　　　　住　所
氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
（利用者との続柄　　　　　　）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　付則
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和3年4月1日改定
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和5年12月1日改定
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和7年10月1日改定
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